
 

外国債等の発行者の内容等の開示に関する内閣府令 
第二号の三様式 
 

【表紙】  

  

【提出書類】 有価証券届出書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成  年  月  日 

【発行者の名称】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【代表者の役職氏名】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【代理人の氏名又は名称】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【住所】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【電話番号】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【事務連絡者氏名】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【住所】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【電話番号】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【縦覧に供する場所】 名称 

（所在地） 

 

第一部【証券情報】 
第１【募集債券に関する基本事項】 
１【発行主体】 

２【募集要項】 
(1）【債券の名称及び記名・無記名の別】 

(2）【券面総額】 

(3）【各債券の金額】 

(4）【発行価格及びその総額】 

(5）【利率】 

(6）【償還期限】 

(7）【申込期間】 

(8）【申込証拠金】 

(9）【払込期日】 

(10）【申込取扱場所】 

(11）【引受けの契約の内容】 

(12）【債券の管理会社】 

(13）【登録機関】 

(14）【財務上の特約】 

(15）【取得格付】 

３【利息支払の方法】 

４【償還の方法】 

５【元利金支払場所】 

６【担保又は保証に関する事項】 

７【債券の管理会社の職務】 

８【債権者集会に関する事項】 

９【課税上の取扱い】 



 

10【準拠法及び管轄裁判所】 

11【公告の方法】 

12【その他】 

第２【売出債券に関する基本事項】 
１【売出要項】 

(1）【売出人】 

(2）【売出債券の名称及び記名・無記名の別】 

(3）【券面総額】 

(4）【各債券の金額】 

(5）【売出価格及びその総額】 

(6）【利率】 

(7）【償還期限】 

(8）【売出期間】 

(9）【受渡期日】 

(10）【申込取扱場所】 

(11）【売出しの委託契約の内容】 

(12）【債券の管理会社】 

(13）【登録機関】 

(14）【財務上の特約】 

(15）【取得格付】 

２【利息支払の方法】 

３【償還の方法】 

４【元利金支払場所】 

５【担保又は保証に関する事項】 

６【債券の管理会社の職務】 

７【債権者集会に関する事項】 

８【課税上の取扱い】 

９【準拠法及び管轄裁判所】 

10【公告の方法】 

11【その他】 

第３【資金調達の目的及び手取金の使途】 
第４【法律意見】 
第５【その他の記載事項】(１) 
第二部【参照情報】(２) 
第１【参照書類】 
 発行者の概況等法第27条において準用する法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照すること。 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

 会計年度又は事業年度 （自平成 年 月 日 至平成 年 月 日） 平成 年 月 日関東財務局長に提

出 

２【半期報告書】 

 当該半期（自平成 年 月 日 至平成 年 月 日） 平成 年 月 日関東財務局長に提出 

３【臨時報告書】 
 １の有価証券報告書の提出後、本届出書提出日（平成 年 月 日）までに、臨時報告書を平成 年 月 日

に関東財務局長に提出 

４【訂正報告書】 
 訂正報告書（上記      の訂正報告書）を平成 年 月 日に関東財務局長に提出 



 

第２【参照書類を縦覧に供している場所】 
名称 

（所在地） 

 


